






































































































ケルブス判決（Kerbs v. California Eastern Airways, Inc., 90 A.2d 652 (Del. 








































































































































































行われた。さらに、第３編第３章で見た英国の say on pay に類似した経営者の
報酬に関する勧告決議について、規定が定められた。わが国では、以上のよう
なドイツの動向のうち、特に VorstAGを参考に、会社法に取締役の報酬の相当
性に関する規定を設けるべきであると主張されることもある。しかし、ドイツ
においても、株式法上の取締役の報酬の相当性に関する規定は実際には機能し
ていない。そもそもドイツでは、米国とは異なり、株主による訴訟を通じた取
締役員・監査役員の責任追及は、従来行われてきていなかった。ドイツにおい
て、取締役の報酬に関する規律は、主に、ドイツ・コーポレート・ガバナンス・
コードによる報酬の決定過程に関する規律と、ドイツ商法典に定められる報酬
の開示という形で存在する。以上のようなドイツにおける動向は、米国および
英国と、基本的な方向性を同じくするものなのである。 
第４編では、以上のような本論文での検討の結論が要約される。 
